
１

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業 １億２，０６８ １億１，８１４ １億　　９９４

一　　般　　会　　計

決　　　算　　　額

土 地 取 得 事 業

合　　　　  　　　計

歳　　　入 歳　　　出

駐 車 場 事 業

特　　別　　会　　計

国民健康保険事業

介 護 保 険

平成２２年度高崎市決算の概要について

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額

　平成２２年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１，５９２億５，４７０万円、歳出は、１，５５１億７，１７１万円
で、歳入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

簡 易 水 道 事 業 等

老 人 保 健

農業集落排水事業 １億７，１７４

５億２，９９２

３５５億７，６９５

２２３億３，９１０

３７７億１，６９３

２２６億５，１９２

１億１，１１４

１億７，２４２ １億６，８７５

５億２，６８７ ５億２，６８７

１，５９２億５，４７０１，５５１億７，１７１

６６０億６，４３８ ６３５億　　６５７

１，６３９億４，５０５

６６２億７，５４０

３７８億３，７７６

２２７億４，２１４

６，８９２

１億３，６１９ １億３，５４９ １億１，２２３

１億１，１６０

１４億１，７００ １４億１，７００ １４億１，７００

２，３０２億２，０４６２，２５３億１，９０８２，１８６億７，８２９

後 期 高 齢 者 医 療 ３２億　　８８４ ３２億１，４０１ ３１億８，６８１
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資料４



－　2　－

市　  税
562億2,451万円
(35.3％）

県支出金　　　　　　　93億4,665万円 (5.9％)
使用料及び手数料　　　46億6,958万円 (2.9％)
繰入金　　　　　　　　40億2,289万円 (2.5％)
地方消費税交付金　　　35億9,710万円 (2.3％)
分担金及び負担金　　　17億5,762万円 (1.1％)
地方譲与税　　　　　　14億4,435万円 (0.9％)
繰越金　　　　　　　　13億8,954万円 (0.9％)
その他　　　　　　　　23億3,727万円 (1.5％)

＊歳入の「その他」は、地方特例交付金、財産収入、
自動車取得税交付金、利子割交付金、ゴルフ場利用税
交付金、交通安全対策特別交付金、配当割交付金、国
有提供施設等所在市町村助成交付金、寄附金、株式等
譲渡所得割交付金です。

【歳　入】

歳    入

1,592億5,470万円

諸収入
269億2,660万円
(16.9％）

市　　債
167億1,490万円
(10.5％)

国庫支出金
171億1,280万円
(10.7％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

  地方交付税
137億1,089万円
  （8.6％）
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　　 民生費
 424億 934万円
   　(27.3％)

    教育費
214億1,460万円
    (13.8％)

   土木費
196億7,011万円
   (12.7％)

   商工費
229億4,474万円
    (14.8％)

   総務費
163億7,344万円
   (10.6％)

     公債費
　123億4,162万円
     (8.0％)

　　　 歳　　出

    1,551億7,171万円

◎　歳入決算額　１,５９２億５，４７０万円（Ａ）
　　歳出決算額　１,５５１億７，１７１万円（Ｂ）
　　差　引　額　（Ａ）－（Ｂ）＝ ４０億８，２９９万円
　
　　　　※差引額のうち、翌年度へ繰り越すべき財源として、繰越明許費繰越額
　　　　　６億１６９万円及び事故繰越し繰越額１２４万円を繰越し、さらに、
　　　　　財政調整基金へ２４億円積み立て、残りの１０億８，００６万円を
　　　　　翌年度への繰越金としました。

【歳　出】

衛生費 　　   118億4,880万円(7.6％)

消防費　   　　43億5,032万円(2.8％)

農林水産業費   28億2,736万円(1.8％)

その他　　  　　9億9,138万円(0.6％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

２１年度 ２２年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ５６８億６，０１５ ３６．１ ２．７ ５６２億２，４５１ ３５．１ △１．１

2 地 方 譲 与 税 １４億８，３７０ ０．９ ６．９ １４億４，４３５ ０．９ △２．７

3 利子割交付金 ２億　　１０８ ０．１△１２．７ １億８，５６１ ０．１ △７．７

4 配当割交付金 ６，３８５ ０．０ △４．６ ７，８６２ ０．１ ２３．１
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ２，８７４ ０．０△１１．８ ２，４３２ ０．０△１５．４
6

３６億　　３２９ ２．３ １０．８ ３５億９，７１０ ２．２ △０．２
7

１億９，２９９ ０．１１５５．０ １億７，８８３ ０．１ △７．３
8

４億６，１６２ ０．３△２７．１ ３億９，６４９ ０．３△１４．１
9

５，４２４ ０．０２８２．２ ５，４３３ ０．０ ０．２

10 地方特例交付金 ６億７，９８３ ０．４ ４．５ ６億３，６８３ ０．４ △６．３

11 地 方 交 付 税 １１５億５，４９３ ７．３ ３７．７ １３７億１，０８９ ８．６ １８．７
普 通 交 付 税 ９３億９，４３５ ５．９ ４５．７ １１５億１，０７４ ７．２ ２２．５
特 別 交 付 税 ２１億６，０５８ １．４ １１．３ ２２億　　　１５ １．４ １．８

12
１億    ５１１ ０．１ ７．１ １億　　２２６ ０．１ △２．７

13 分担金・負担金 １３億７，５２１ ０．９ ７．９ １３億１，９３５ ０．８ △４．１

14 使用料・手数料 ５４億６，７０４ ３．５ ２．７ ５１億　　４４２ ３．２ △６．６

15 国 庫 支 出 金 １５４億    ４８２ ９．８△１０．４ １７１億１，８６７ １０．７ １１．１

16 県 支 出 金 ８８億４，０５１ ５．６ ２０．９ ９４億８，９３３ ５．９ ７．３

17 財 産 収 入 ３億８，３２５ ０．３△１４．１ ４億４，０４１ ０．３ １４．９

18 寄 附 金 １，６０２ ０．０△５７．６ ４，５３４ ０．０１８３．０

19 繰 入 金 ５０億４，８０２ ３．２△１０．６ ４０億２，２８９ ２．５△２０．３

20 繰 越 金 ６６億９，２２５ ４．３４３２．１ １３億８，９５４ ０．９△７９．２

21 諸 収 入 ２５５億４，０５２ １６．２ ２７．９ ２６７億７，２００ １６．７ ４．８
貸付金元利収入 ２２４億３，９８５ １４．２ ３３．１ ２３５億１，９２８ １４．７ ４．８

22 地 方 債 １３４億８，３６０ ８．６ ９．３ １７６億９，４９０ １１．１ ３１．２

１，５７５億４，０７７１００．０ １１．７１，６００億３，０９９１００．０ １．６合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金
ゴルフ場利用
税 交 付 金
自動車取得税
交 付 金
国有提供施設
等助成交付金

　　　　　年　度
区　分

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

(単位  万円）歳　　　　入
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２１年度 ２２年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２２７億３，７５３ １４．８ ５．５ ２３２億７，９４８ １４．９ ２．４

う ち 職 員 給 １３９億９，５９２ ９．１ ２．１ １３７億８，９５７ ８．８ △１．５

2 扶 助 費 ２０６億４，１４３ １３．４ １０．０ ２６５億７，３９０ １７．０ ２８．７

3 公 債 費 １３０億９，３０８ ８．５ ４．４ １２７億７，５６４ ８．２ △２．４

4 物 件 費 １７７億８，７０７ １１．５ １３．９ １７７億５，４１６ １１．４ △０．２

5 維 持 補 修 費 １３億９，２７６ ０．９ ６．７ １４億１，４９６ ０．９ １．６

6 補 助 費 等 ２１２億３，８１０ １３．８ ４２．２ １５５億２，３５４ １０．０ △２６．９

7 積 立 金 ９億８，２８０ ０．６ １６．８ １１億２，６６６ ０．７ １４．６

8 投資・出資金

貸 付 金 ２２３億７，４１８ １４．５ ３３．２ ２３５億１，０４３ １５．１ ５．１

う ち 貸 付 金 ２２３億２，１６６ １４．５ ３３．３ ２３４億７，２１９ １５．１ ５．２

9 繰 出 金 ８７億１，５６３ ５．７ ９．９ ９１億１，１６９ ５．８ ４．５

10 普通建設事業費 ２５０億５，１６５ １６．３ １０．９ ２４８億７，７５５ １６．０ △０．７

うち補助事業費 ６８億６，６９０ ４．５ △２．６ ７８億１，９９３ ５．０ １３．９

うち単独事業費 １８１億８，４７６ １１．８ １８．９ １５８億７，９４６ １０．２ △１２．７

11 災 害 復 旧 費 ３，７０３ ０．０ △４９．３ ０ ０・０ 皆減

１，５４０億５，１２４１００．０ １５．９１，５５９億４，８００１００．０ １．２

３４億８，９５４ ― △５６．８ ４０億８，２９９ ― １７．０
歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

(単位  万円）

合      計

歳　　　　出

　　　　　年　度
区　分
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３　平成２２年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。

積 立 金

現 在 高

（万円）

　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、財政の健全化を
判断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の比率で、市町村では、３５０％以上になると財政の早期健全化を
図ることとなります。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことで設けられ
た数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

5億6,731 2,941

72億　252 73億5,559 18億4,995 65億4,796

16億5,123 2億6,724

12.7 10.9 8.1 9.4

212,402200,317

伊勢崎市 太田市

736億8,691

高崎市 前橋市 桐生市

370,714 339,509 122,612

1,338億7,370 435億　291 672億9,327

1,600億3,099 1,377億5,472 463億9,866 702億　875 766億4,899

20億4,574

4.6 3.5

34億8,006 26億2,085 24億1,992 27億2,153

4.8

1,559億4,800

8.9 6.6

802億3,598

89.4 87.9 91.3 89.1

1,405億6,257 402億7,664 643億2,970

92.1

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

1,316億1,319

実質収支比率

実 質 収 支

経常収支比率

区 分

将 来 負 担 比 率 （ ％ ）

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地 方 債 現 在 高 （ 万 円 ）

人 口 （ H23.3.31 ） （ 人 ）

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

99億4,914 31億6,161

86.5 111.7

0.864 0.787

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

将来負担比率

9.4

2億7,590

0.997

84.0 59.0

0.587 0.860

104.7

49億9,646

3,621

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。　　　　　　

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。　　

16億　771 45億2,202

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。
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